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はじめに
　現在、熊本市本庁舎の耐震性が不足し、震度６強の地震があれば倒壊するとして熊本市長より庁舎の移転建替が提起され、議論されている。これについては、耐震性不足により建替をすべきという熊本市と、市議会の一部および住民の一部からの耐震性は十分という反対意見により対立が起こり、議論の終着点が見通せない状況にあるようである。
その議論の中では熊本市が独自で行った調査と、専門家会議による耐震性検証を根拠にしていることに対し、市議会は別途独自に参考人として専門家を招致し、庁舎耐震性の適正度を研修し研究を重ね、住民においてもシンポジウムを開催して政策の是非を研究するなどの活発な動きがあっている。これらのことは、「自治」という観点から考えると、二元代表制に立脚する市議会のあるべき姿を発揮しているものであり、また本来は直接民主制である地方制度に立脚する「市民」としての住民のあるべき姿を発揮しているという、地方自治にとって非常に望ましいものであるといえよう。
しかし、その議論の過程において、民主主義の本質を重視する立場に立てば、双方の論拠になるものに固執せず、感情的な事象を排除して議論を進めることが必要である。その結果として、市長が立案した政策が間違っている、または無理があったことが明白になり、その政策が取り下げられることがあるであろうし、または双方の懸念すべき点を解決しながら、双方が納得できる結果を導き出すことがなければならない。そういう観点から現状の議論を見ていると、現時点では双方が論拠を主張しているだけであるという感がぬぐえない。またその議論に際し、結論を求めるために必要な情報が不足しているのではないかという疑問が生じている。
ここにおいて、新たな公民連携の在り方を目指したシンクタンク機能を設立趣旨とした当財団としては、公共政策及び地方自治の研究者であり、市議経験者としての代表理事を中心として、市庁舎建替に関する可能な限りの情報を調査したうえで分析研究し、その内容を広く周知することで議論の一助とする必要性を痛感した。さらに、その調査分析研究をもとに、シンクタンク機能としての提言としての意見表明を行うものである。

現市庁舎建設までの歴史的経緯
　まずは建替議論の前提として、現市庁舎が建設されるまでの経緯と建設を企画した方の思いを概観しておきたい。
　この現市庁舎に関する歴史的経緯については、2018年熊本市政策第６巻に掲載された、熊本市都市政策研究所の松澤真由美研究員の論文が詳しい。それを参考に要約すると、現市庁舎は３代目となる庁舎である。
初代市庁舎は区庁舎時代であり、明治11年の郡区町村編成法により設置された熊本で唯一の区の庁舎として、当時区役所は一般的に借家を使用していたものの、適当な民家がなく、熊本区役所は社寺を使用していた。しかし極めて不便であったことから、明治８年に古城に建設された熊本県庁に隣接する形で洗馬橋際の300坪の民有地を購入し、明治13年に建設されている。その後戸長役場の廃止とともに手狭となり、通信監理局から敷地引渡しの要求があったこともあって、移転用地議論を経て、最終的には明治20年に第５代目として南千反畑(現白川公園)に建設された県庁舎に隣接して、近代和風建築にて新築移転している。そしてこの庁舎は、明治22年に市制が施行され、全国31の市のうちの一つとして発足した初代熊本市庁舎として同年６月１日に転用された。その後明治33年に増築され、階上を市議会議事堂としている。
第２代目は、現在地にあった旧庁舎である。この庁舎に関しては早くから議論が進められている。明治33年に３代目市長の辛島格により、上下水道・公園といった都市改造計画と合わせ、庁舎が狭隘で不便なこと、九州の中心として首府を目指すうえであまりにお粗末なことを理由として、市庁舎移転を視野に入れた建替が提案されている。これは、近年の道州制による首府の議論に際し、この時代にすでにそれを視野に入れた提案がなされていることに、先見の明を感じさせる。この提案は順調には進んでいないものの、その庁舎が不便であることは市民も十分に認めているとして、大正７年以降は議会により毎年市役所建設整備積立金が予算化されている。これに関する新聞報道の中には、新築への期待とともに、移転先に関しては現在地、坪井、古町、新市街監獄用地(現市庁舎用地)の４か所が候補と報道されている。そして大正9年12月市議会において、最も便宜なるべしとして賛成多数で現市庁舎用地への移転が賛成多数で可決された。当初は木造２階建で大正11年に完成予定であったが、翌年の新聞報道では鉄筋コンクリートに変更され、大正11年4月には鉄筋コンクリート一部３階建の計画が発表となり、最終的な竣工は大正12年である。この設計を担当したのは、九州帝国大学臨時掛長と大臣官房建築課福岡出張所長を兼務する、文部技師であった倉田謙である。この庁舎の竣工の２か月前に関東大震災が起こり、現地を視察した倉田は、「鉄筋コンクリートの建物はほとんど安全であり、一部で下位部に軽微な亀裂があったぐらいで地震には鉄筋が一番堪えうることが証明された」と自信を深めている。奇しくも、熊本市庁舎に関する議論が起こるのは地震に関係があるときのかもしれない。
第３代目となるのが現市庁舎である。２代目庁舎は行政機構の拡大とともに職員増に対応するために、昭和33年に南新館、昭和35年に東新館、昭和46年に南側隣地に花畑別館と増築を重ね、昭和51年には旧熊本貯金局舎が別館として使用されるなど、６棟構成の複雑なものとなっていた。これらには旧用途を転用した不便なものもあり、新庁舎建設が望まれるようになっていた。そこにおいて昭和46年、新庁舎調査班というプロジェクトチームが設置され、新庁舎建設用地として現在地、白川公園、大江交通局、大江熊本製糸が候補地としてあげられている。その中から交通の要点に近く、官公庁の中心的位置にあり、市有地であって昔から市民に親しまれているとして、昭和49年に現在地が適地と決定がなされている。その中、昭和47年には市に市庁舎建設準備室、市議会には市庁舎建設に関する特別委員会が設置され、昭和50年には特別委員会が市庁舎建設特別委員会へと名称変更、昭和54年には市に市庁舎建設管理室が設置されている。そこで議論された市庁舎の在り方は、50万市民のコミュニティーセンターであるとともにシンボルであり、市民に親しまれる外観と機能性を持ち、近代都市美と調和がとれることを目指して株式会社山下設計が設計し、昭和54年3月に着工、昭和56年11月に竣工した。これが現在建替議論の対象となっている現市庁舎である。その建築費は委託費５億６千万円、備品費の４億7200万円を含み112億2100万円であり、財源として補助もなく、単独事業費である市債47億2700万円、一般財源64億6200万円のほか、市民募金などによる寄附金3200万円が充てられている。
筆者はこの第３代目庁舎の建設に関し、ご健在であった頃の、建設当時の市長であった星子敏雄氏及び市議で市庁舎建設特別委員であった下川亨氏に聞き取りをしたことがある。庁舎移転用地としては、先述の４か所のほか、東部に向け発展する熊本市の将来性ならびに東部に移転した県庁との連絡を考慮し、現在の東郵便局および東部公民館がある用地も検討されたが、市全域を含めた市民の利便性を考慮した交流の場にしたいとの星子氏のこだわりから、全体の利便性の高い市の中心部であり、用地取得も不要な現在地が適当と判断された。その決定に当たり、大規模な建物になることから、戦災復興区画整理にて整備された当時の区画をまたいで庁舎を建設する必要があり、そのため下通商店街に向かう道路の一つを廃止する必要があった。しかし近隣説明において下通の商店街より買物客の導線としての道路が不足するという懸念からの反対意見が出された。そこで庁舎周辺に観光バス等が車寄せできる空地を設けることで人の流れを確保するとして、商店街の納得を得たとのことであった。また当時計画されつつあった、熊本市の幹線交通機関としての新都市交通モノレールなどを導入する際には、敷地の北側に寄せざるを得ない庁舎建物が、現在の市電軌道に沿って道路上を曲がる際に回転半径不足となる支障があることが懸念され、将来的な熊本市交通体系の構築の妨げになる要因を減らしておかなければならないとの考えのもと、敷地北側に市議会棟を別棟として簡易な低層の建物とし、新都市交通建設に対して支障が生じる場合は、これを解体撤去して回転半径を確保しようとしたことなどが語られた。このほか、設計に当たっては従来の個室方式による執務室ではなく、市民との交流が構築できるように、カウンター方式のオープンな執務室とすることに加え、同じく市民が気軽に利用できるスペースの確保が求められたということであった。さらに、周辺環境と調和しながら市のシンボルとしてふさわしい庁舎とするために、１０億円(と記憶されていたが定かではない)の費用をかけて黒川紀章氏に依頼をしたことなどが語られていた。この聞き取りを通じて筆者が強く感じたことは、星子氏が「市民のため」と「開かれた身近な市政」を目指すという、強い意志を抱かれていたことである。そのことは、当時の他の政策を見たとき、老人憩の家の新設や公民館の増設などが多くあり、すべての政策の軸足が「市民」にあったことをうかがわせる。
　ここで参考にした松澤研究員の論文では、その結語として、「現市庁舎は、都市を治めるものの象徴としての様式主義によるモニュメントから、事務所機能の充足に力点を置き、市民社会へのモニュメント性を求める建築への転換だ」と指摘され、木島安史氏の「熊本城だけが残れば立派な歴史的都なのではなく、各時代の建物があってこそ初めて歴史的に連続した厚みのある都市ができあがる」という庁舎建設基本的調査報告書の一文を引用しながら、「今後新たな庁舎を検討する際にも忘れてはならない視点であり、求められる機能性を満たさなくなったので壊して建替えるだけではなく、庁舎建築に反映された歴史の重層性を、次の時代へ引き継いでいく在り方を考える視点が大切」とされている。そしてその最後には、「保存再生のデザインとしての美をとおして、既存ストックの活用という現代的課題への一つの解を体現することも、持続可能な公共に求めてられていると考える」と結ばれていることには大きな示唆を感じざるを得ない。

現市庁舎建替議論の経緯と考察
　現在議論となっている市庁舎の建替について、確認できる資料を調査してみると、その発端は2017年に熊本市が株式会社安井建築設計事務所に委託して行った、熊本市本庁舎整備計画作成業務委託に端を発しているようである。その目的は、庁舎の経年劣化が進行する中で、「構造体に吹き付けられているアスベストの除去等及び防災拠点である本庁舎の耐震性能の確認」とされている。その調査の中では、行政棟は構造計算に加味すべき熊本地震の影響はないが現行耐震基準を満たさない、議会棟は熊本地震を考慮しない場合でも耐震性能がないとされている。そのため、耐震改修工事が必要であるものの、電車通りの片側１車線を１年程度通行止めにした増杭工事が必要なため、実現困難と報告されている。これを受け、熊本市は2018年8月より、熊本大学三井名誉教授、同じく小川名誉教授、同じく牧野名誉教授、東京理科大学高橋教授による調査結果への見解聴取を３回にわたって行った。その中では、地震波データの妥当性や減築、耐震改修の手法などが論議され、調査内容はおおむね妥当とされながらも、「いきなり建替という結論を導くのではなく、水害対策と合わせて慎重にステップを踏んで対応していくべき」という指摘とともに、「このような耐震の課題はどこの都市にもある」という意見が出されている。そしてこのことを受けたものか、熊本市議会は改選直後の2019年５月に、12名からなる庁舎整備に関する特別委員会を設置し、調査と議論を進めている。それまで市庁舎の耐震問題による建替は、広く住民に知らされる機会がなかったともいえるが、市議会が動き始めたことによってマスコミに内容が公開され、2019年６月の地元紙で、市役所本庁舎耐震なしとの報道があったことが、耐震不足問題と庁舎建替問題について、広く住民が知るところになったともいえる。
　そういう議論の中、熊本市は2019年６月に管財課による説明資料として「本庁舎の耐震性能の不足と建替の必要性について」を作成している。その中では市庁舎は建替ざるを得ないという前提がとられ、その必要性の理由及び建替のための費用が説明されている。さらに同年９月に、熊本市は「本庁舎の整備に関する経済性の検討」を作成し、耐震改修と現在地または別地への建替に関するライフサイクルコストを示している。その中では、総建設事業費について約340億円と高額に見えるが、後日も含めた1万㎡あたり年間平均の市の負担額が2.67憶円と、最も低額となる別地建替が適当と結論付けている。そしてその財源としては、補助と交付税措置を差し引いて、一般財源68億を含み市負担額232憶とされている。
　この間にも市と議会双方に動きがあり、市議会は熊本市の調査だけでは審議材料が不足するとして、独自に専門家を参考人招致して見解を聴取した。その参考人を務めた京都女子大斎藤非常勤講師によると、「現行の市庁舎の杭の状況及び熊本地震時の地震波等を考慮し、2017年調査結果ならびに耐震基準と照らし合わせて考えたとき、耐震性能は十分」とされた。しかしその見解が出された同月、熊本市は特別委員会に対する説明において、2017年調査で使用した数値を中心に、本庁舎が防災拠点であるという観点からの基準をもとに、「耐震性能不足は妥当」との高橋教授の見解書を提出した。ここで市と市議会が論拠とする専門家の見解が食い違った。しかし市議会が招致した斎藤講師は、高橋教授の見解表明を受け、10月にはさらに熊本市の調査に関する疑問点を提出し、それを受けて熊本市は11月にその論点整理表を作成して、専門家相互で自説が正しいということを主張し合う状態となった。
　ここにおいて、特別委員会から「市庁舎の杭の損傷を中心とした再調査をすべき」という要望が出され、それを受けた熊本市が株式会社山下設計に「本庁舎の基礎杭及び地下連続壁の効果等に関する耐震性能の検証業務委託」を行って再調査したところ、「震度６強の地震で市庁舎の杭は全破損する」という結果が得られたとされている。
　一方住民側に対して熊本市は、住民説明会を5区役所および中心商店街の8か所において13回開催し、計298名の参加者に対して、庁舎整備を検討するに至った経緯・市議会での議論・本庁舎整備に関する基本構想について説明を行った。この説明会においては、183件の質問・意見があり、参加者の数は決して多いとは言えないが、内容を見ると、賛否が分かれる意見があったのは当然のこととして、資料を熟読したうえでの専門的な見地による質問から素朴なものまで、参加者の意識の高さをうかがわせるものがある。その説明会を受けた住民側の動きとして、「庁舎建て替えを考える会」が発足し、勉強会を開催したものの、その会場に招かれたにもかかわらず熊本市職員の姿はなく、建替議論に対する情報が正確に、また公正に伝わっているかという点について疑問が呈される状況になっている。
　また議会側としては、庁舎整備に関する現状と課題、目指すべき姿、施設整備の考え方、今後のスケジュールを検討項目として特別委員会における議論が進められていた。その中では、専門家を参考人招致して求めた見解のほか、構造建築の専門的見地から研究した質疑に加え、市の財政見通しからくる整備の影響、整備計画の経緯と是非、災害時の安全性等を念頭に質疑が交わされ、住民への正確な情報提供が求められている。議会の役割は最終的には議決を行うことになるが、現在は議案としての提案がなされておらず、また市のスタンスが「何も決定されていない状態」というものであるため、賛否の分かれた意見表明や質疑が行われており、結論をみているものではない。
　しかし2020年に入ると、世界でパンデミック状態となっている新型コロナへの対策が急務となり、市庁舎に関する議論は市長の意向により一時的に中断された。現在、議会には調査途上である山下設計の調査内容が報告されている段階であるが、市側の各種調査ならびに住民団体との意見交換は進められている。

　　　　　建替議論に係る考察
　ここで、この議論に対する考察を行ってみたい。まず市側の主張としては、耐震性能が不足しているので、改修の必要があるものの、現庁舎を改修することは広く影響があるので実現不可能であり、別地に建替えるという一点である。その中で、建替先に関しては白川公園とするということが、表面的に内定して進んでいるように見受けられる。市議会は内部でその賛否は決していないものの、市議会の一部と住民側の主張では、熊本地震の復興にも多額の経費がかかる中で、熊本地震で特段の損傷を受けていない市庁舎は建替えるべきではないということに集約されているようである。双方の主張はそれぞれに専門家の見解の裏付けがあり、個別に聞くと納得ができるものであるが、市側の主張に関し、それまでの歴史と調査経緯をもとにすれば、わずかな疑問点が生じてくる。
　第一に、筆者と熊本市の過去の議論にみる経験則からくる違和感である。阪神淡路大震災発生後の時期、熊本市が災害発生時の対策本部を市庁舎14階に設置する計画が出された。そこで市庁舎の1・2階に壁が少ないことから、耐震性に問題がないかということを心配して質問したのだが、庁舎の耐震性に問題はなく、電源喪失時のバックアップ体制にも問題はないという見解が示された。さらに、その後平成20年１月に、熊本市は「市有建築物の耐震化の現状と取組み」を作成し、水道局舎や花畑町別館など12施設に耐震性の劣るものがあるとされたが、「市庁舎は日本建築センターによる構造評定によって問題なし」ということを市議会にて報告されている。そういう中で、なぜ法で義務化もされていない調査を７年後にあらためて行ったのか。「耐震性あり」のお墨付きがある建物に対して、再度調査をすることへの違和感がぬぐえない。
　第二に、当初の耐震性調査において使用されたデータは、専門家により妥当と判断されているものであるが、その計算において地域係数という数値を用いる。これはその地域によって計算値に0.8から1.0をかけて使用するが、熊本市は0.8を用いても十分であるにもかかわらず、0.9が用いられている。これは高橋教授の検証過程でも質疑があっていたが、市庁舎の耐震性能不足は判断基準ギリギリであることから、0.8を用いていれば不足という判断は出なかったかもしれないということが考えられる。この耐震性能については、1981年の新建築基準法施行で震度７に耐えうるとしてものとして改正された後、東日本大震災を経て基準の一部改正があっている。そのおり、高さ60ｍを超える建物に関する基準が設けられているが、熊本市庁舎は高さ64ｍであり、最新基準によるものでなければならないことは避けられないことであるものの、４ｍしか超えていないという感覚と、計数が過大なのではないかという疑問点が、「根拠を作文しているのではないか」という疑念を招く要因になっているのではないかと考えられる。この計算数値が過大ではないかということは、斎藤講師からも指摘があっている。
　第三に、熊本市が行った耐震性能評価に際して、当初の安井建築設計事務所の報告では、「本庁舎において熊本地震に際して加味すべき構造計算に関する影響はない」とされているにも関わらず、数値上の調査結果では耐震性能不足と判断されていることである。これは斎藤講師も熊本地震の実際の地震波と計算上の数値の違いについて指摘されているように、不可解な点である。さらには、市側の専門家会議においても、「直ちに建替と考えるのではなく」と取りまとめられている中にあって、熊本市の2019年６月資料の中では「耐震性能確保のためには建替えざるを得ない」という表記が見られ、これが「熊本市が無理やり建替をしようとしている」という住民感情の基礎になっているのではないかと考えられる。
　第四として、震度６強の地震で杭が損傷して建物が倒壊する(の恐れがある)という結果の是非である。市庁舎の歴史でも触れたように、旧市庁舎の設計者が関東大震災の被災地を歩いて調査した結果として、鉄筋コンクリートの建物については、基礎部分には一部で損傷は見られたものの、建物の被害は軽微であったようである。また、阪神淡路大震災後の国による被害調査において、敷地が液状化して大きく土地のズレが生じた以外での鉄筋建物の基礎被害は報告されていない。さらに、東日本大震災の被災調査においては、杭が中空になっている民間建物においては、一部被害があっていたものの、俗に「現場打」といわれる、中までコンクリートで固められた杭についての破断被害は見られなかったということである。それであるにもかかわらず、「杭が破損して建物倒壊」という表現がなされているため、「結果を大げさにこじつけている」という印象を与えているのではないかと考えられる。
　第五として、市側の姿勢である。議会特別委員会の議論において、市執行部からは「まだ何も決まっておらず、どうするかを議論している状態」という趣旨の発言がありながら、議員からも疑念の声が上がった通り、提示される全ての資料が建替ということを前提にされたものである。これは住民説明会へ提示された資料も同様である。市が言うとおり、方向性が決まっていないのであれば、耐震性に係る調査の結果および様々な方向性に際しての試算結果等だけの資料でなければならない。にもかかわらず資料は現庁舎の耐震改修は不可能により建替という前提に立ったものである。自治体の政策決定過程として、議会審議に当たっては「案」を示して審査を求めるということは当然行われるが、今回議案にもなっていない段階で、すでに案が示されているということは、「市内部での方向性は既に決定している」という意思表示と取られても不思議がないことである。ここ近年の市の姿勢として、「提案したことは譲らないが議論はする」ということを感じることが多々ある。「丁寧な説明」というが、案として決定したものを一歩も譲らずに、同じことを繰り返し説明することが丁寧な説明ととらえられている傾向が見受けられる。そうではない。本来の丁寧な説明とは、相手が懸念している点を解消するための提案を行いながら説明し、ときには提案者が案を変更すべきと判断すれば変更することではないのだろうか。本来民主主義の在り方としては、最終的に多数決で決するものの、提案したことの議論の過程で対立する意見があった場合、より良い結果とするために双方が譲り合えるところは譲り、当初の案を修正して結果とする考え方がある。そのため少数意見の留保や配慮という考え方が認められている。今回の議論の進め方は、「すでに決めましたよ」という疑念を持たれても仕方のないものであると見えてしまうため、住民の反対運動を増幅させているように思われる。さらにこの12月の市議会で、市長からは「早急に結論を出したい」という発言があり、しかも議論が中断している状況にありながら、市長は多くの分野の専門家に話を聞きながら進めるという。なぜ自らの提案により議論を中断させながら、その期間中に自分だけが結論に向けた準備を進めるのか。これは自己矛盾であるとともに、「どうしても建替たい」という市側の意図が透けて見えると受け止められても仕方がないことであり、なぜこういう行動をするのか理解ができないものがある。
最後に第六として、山下設計に委託して行った再調査である。山下設計は現庁舎の設計者である。その設計者が調査し、耐震性能がないということであれば、自らの施工結果の否定である。もちろん新旧の基準によるということは考慮すべきであるものの、通常の建築は基準数値に対してそれなりの余裕をもって行われることが常道である。たとえば、耐荷重20トンの橋梁を25トンの車両が通行して崩落しないし、耐風力40ｍの電柱に45ｍの風が吹いても倒れない現実があるのである。それが技術職にある者の良心といわれている。もっとも、基準通りに施行していると言われればそれまでであるが、現実的には考えにくいものがある。さらにこの調査では、専門家の指摘によると、竣工図ではなく設計計画図を用いているようである。通常は建築途上で変更があり、最終的な竣工図が作成されるものであるが、先述の星子氏への聞き取りにおいて、「市の技術職員とともに市民の安全を考えて設計に多数の変更を加えた」という弁があっており、設計時よりも、より頑丈な基礎構造となっていたことが考えられる。特に山下設計の調査項目に上がっている庁舎基礎の地下連続壁に関しては、このことを裏付けるような変更ではなかったのではなかろうか。そういうことがあっていたとすると、竣工図を使用していないということであれば、「耐震性ありという結論が出ることは避けたいという何らかの意思」が働いたという疑念を持たれても仕方がないということになる。特筆すべきは、この12月に市議会熊本自民が会派として、市側の専門家会議委員であった三井教授を講師として招致し、一般住民も傍聴可能なものとして開催された勉強会に、この意思が働いたことをうかがわせる内容があった。その中では、三井教授より山下設計の調査報告に対し大きく3点が指摘されている。1点目は、熊本地震において本庁舎周辺の地盤に液状化が見られたものの、本庁舎には液状化の痕跡が見られず、地下連続壁が有効に機能したのではないかという疑義。2点目として地下連続壁は1961年より広く採用され実績のある工法であり、地下7ｍ程度までの地耐力の低い地盤を抜け、地下19ｍまでの地耐力の高い層に届いており、かつ本庁舎建設工事の工事係員からさらにアースアンカーという補強がされたことを聴取したうえで、配筋状況を含めその詳細を示すべきであるが行われていないという疑義。3点目として、同じく聴取したことに基づき、地下連続壁と本庁舎地階外壁の接合性の取り合いを明らかにした解析モデルの修正がなされていないというものである。さらに地下連続壁が並列構造であることから、損傷する場合は全体ではなく一部であるので、鉄筋コンクリートが面外曲げに対して高い変形性を示すことを考慮し、地下壁の壁柱がどの程度地震力の低減に寄与するか決めることができないかという提言がされている。加えてその勉強会の中で、地盤支持層の数値として、最新の調査結果ではなく、何故か数値の低い過去のものが使用されている点、地下連続壁が現実的は起こりえない変形をするという、大げさな表現の図例が使用されている点、今回の応答解析において、新築時に使用する最新のものが使用されていることが適当なのか、市が外部から耐震性の評価を受けたというERIの結果記載が原文とニュアンスの違いにより適正度の評価ではなかったという数々の疑問点が明らかにされている。そして最終的に三井教授より、世情に照らし超高層建物となる基準を4ｍ超えているだけで、厳しい基準を適用することの必要性ならびに、現在の本庁舎の耐震議論において、それを防災拠点としなければ安全性に問題があるとは考えにくく、使い続けても問題はないという見解が示された。この勉強会から導かれることは、市の説明が「疑念を持たれても仕方がない」というより、「明らかな情報操作があるのではないか」という疑念が濃厚だということを感じざるを得ないということである。
ここまで考察を進めてきたが、この中で進めてきた考察に、疑問を示す点があっても証拠はない。しかし、ここで進めた考察にあげた事柄を正当なものとして証明できなければ、これが感情論に発展し、議論の終着点が見えないことになることが考えられる。熊本市の将来のためにも、誰もが納得のできる正当かつ適正な論拠を示す必要があるだろう。

[bookmark: _Hlk57394584]市庁舎を別地に建替えた場合の影響に関する考察

　これまで市庁舎の建替問題に関し、庁舎の歴史的経緯及び議論の経過を見ながら考察してきたが、ここでは建替の是非を論じるに当たり、熊本市が提案している別地建替に関して、それが熊本市に与える影響としての課題を考察してみたい。
　まずは移転先として何も決めていないとされながらも、費用等の点から最優先候補地と見えている白川公園に関する市の将来への影響である。この白川公園は、先述の歴史的経緯にあるように県庁があった場所であり、当初の熊本市庁舎が隣接していた場所である。市庁舎として使用していた面積が狭隘であったこともあるかもしれないが、そこでは不便であるとして現在の市庁舎の場所に移転新築されている。昭和の時代、全国的にみても、そのまちの中心市街地は市町村の庁舎を核として発展してきている。それはその庁舎に多数の行政職員が存在し、公私を問わずに様々な需要と人的交流が発生するからに他ならない。近年の他都市の例として、市庁舎が移転した後の市街地はそれによって需要が減少し、人的交流形態も変化して疲弊している一方、移転先では新庁舎における職員の需要を満たすべき商店街や人的交流を支える施設が不足し、地域も職員も困惑する現状が散見される。熊本市も多聞に漏れず、現庁舎を中心として中心市街地が形成されている。この需要が中心商店街から喪失されたときの商店街への影響は決して少なくないと考えられる。また白川公園周辺に、職員の需要を満たすだけの現時点での供給はないといえる。もちろん、新たに商店が進出することは期待されるものの、現下の経済情勢の中にあってはその実現が未知数である。またこれも先述の通り、現庁舎を建設するに当たって商店街に続く道路を廃止し、その代わりとして商店街への人の導線をつくるとされていた。この点について、市庁舎が移転すれば、その議論のみならず庁舎跡地の利活用を含めた議論を再構築する必要があると考えられる。
さらに、白川公園に市庁舎を建設すると、当然都市公園を廃止することとなる。これも先述のことであるが、現庁舎の移転用地選定に当たり、都市公園の廃止は法的な困難性があるとして白川公園への移転が見送られている。この都市公園廃止は法的に可能性があるのかについて、現時点で確証がない。また、全国的な住民一人当たり公園面積は10.4㎡であるが、熊本市は9.4㎡とそれを下回っている。新たな公園用地取得が困難である現在、さらに公園面積が減少するという生活の質の低下が避けられない。加えて白川公園は指定緊急避難場所として指定されている。その避難場所がなくなることになった場合、災害時の安全の確保の課題が生じると考えられる。
　災害時ということから、ここで熊本市のハザードマップを確認してみると、現庁舎用地と白川公園はいずれも３ｍから５ｍの洪水が予想される地域となっており、その継続の時間が現在地は24時間、白川公園は12時間という違いがあるだけである。一方で地震に関する危険度は、日奈久、立田山のいずれの断層帯によるものでも揺れや建物倒壊等において同じ区域とされている。移転新築に当たり、自然災害が多発する現在、経済界においてもハザードのある場所を避けることが求められているにもかかわらず、災害時の対策拠点となるべき本庁舎が、同程度のハザードがある場所に移転することの是非は問われなければならないのではないだろうか。
　この白川公園への移転に関してさらに言えば、熊本市が住民説明会で説明した内容のうち、最重要視点として語られた、「あらゆる災害に対しても防災拠点としての機能を最大限に発揮するとともに、大規模災害発生後も業務継続計画に基づき業務を維持継続できる」ことならびに重要視点としての「中心市街地の活性化に資する庁舎」という二点に対し、それがどういう風に満足できるのかということに関する説明が成立するのか、疑問があると言わざるを得ない。
市庁舎を建替えた場合の熊本市財政に与える影響に関する考察
　　　熊本市財政の現状
　庁舎建替が熊本市の今後の財政に与える影響はどうであろうか。熊本市財政の現状と熊本市が５年ごとに作成する中期財政見通しを基礎に考察する。
　２０１９年２月に発表された熊本市財政の中期見通しにより、まず平成30年度と35年度までの収支総括を概観する。その５年間において、市税収入が50億円増えるものの、国県支出金や市債発行の減少により歳入としては157億円減少するとされる。他方歳出は、人件費や扶助費といった義務的経費が170億円増加するかたわら、熊本地震復旧費を含み政策に要する投資的経費が240億円減少することによって153億円減少するとされる。この数字が表しているように歳出超過であり、この超過は平成33年度から続くという見込みになっている。この期間の財政指標としては、主要なものとして、実質公債費比率が8.0から8.9へ、経常収支比率が89.9から93.2へ、将来負担比率が129.3から144.4へと、国が定めている早期健全化基準の数値および平成29年度の全国政令市平均は下回っているものの、どちらかというと財政悪化に向けて進んでいるということが言える。この中には、当然のことながら熊本地震による収入減や復旧及び生活再建支援経費が織込まれており、平成31年度以降の財政への影響額が144億円であり、平成61年度までに毎年4.7憶円程度の収支改善が必要と記載されている。
　さらに、中期見通し作成後に編成された本年度予算の状況を見ると、財政規模が6512億円となっているが、新型コロナのパンデミックにより、本年11月の補正予算では7461憶円まで膨れている。これの決算は行われていないため、収支差額は見えないが、補正額として熊本市地震関連経費が217億円、コロナ対策関連経費が47億円であるとされており、生活に直結する施設の改修や新設、将来のための計画作成経費がかなりの部分で減額されていることから、その財源が国県支出金を中心にすると考えても、中期見通しよりも悪化が進んでいると推察される。
　加えて、熊本市が発表している主要財政指標によると、平成27年度を100とした令和元年度の数値には、実質公債費比率が31ポイント低下した以外、大きな変化はあまりみられないものの、地方債現在高は32％、債務負担行為額は26％増加しており、特に地方債増加のうち。臨時財政対策債が36％増加していることが目につく。この臨時財政対策債とは、地方自治体の行政サービスに必要な経費が不足する場合、特例として発行する赤字公債である。しかし後日国からの地方交付税交付金の中で元利償還金が全額負担とされるため、発行しても心配ないと言われているが、地方交付税の計算式のマジックにより、発行する地方自治体の人口減などにより基準財政需要額が減少した場合など、償還金全額が国から支払われるのか不透明な部分があり、その発行は地方自治体にとって「禁じ手」と考えられているものである。この臨時財政対策債が増加していることは、熊本地震という特殊性のある状況からのやむを得ないものがあったかもしれないが、熊本市財政の不安定を招く要素となっている。
　また、熊本市は庁舎整備に関する特別委員会の中で、熊本県及び熊本市の財政状況及び地方債残高の推移を示しており、熊本市の財政指標は熊本県よりも良好な数値であることを記載しているが、熊本県の地方債残高が今後漸減する見込みに対し、熊本市のそれは漸増していくことが示されている。
　　　熊本市財政への影響に関する考察
　この状況を踏まえ、市庁舎建替が熊本市財政に与える影響を考察するが、その前提としての数値の考え方を指摘しておきたい。熊本市が発表する財政指数は国の基準により適正に計算してあると考えられ、ここに疑いの余地はない。しかし、近年自治体にも貸借対照表の作成と公表が求められるなど、より透明性の高い情報公開が求められる中、これまで用いられてきた指数では地方の財政状況を正確に表せないという指摘があり、学識者により研究が進められている。その中で特に注目されるのは、作成と公表が義務化されていない、「実質的財政負担」という考え方による数値指標である。この指標は、自治体の一般・特別・企業といったすべての会計の地方債現在高に債務負担行為の支出予定額を加え、積立金現在高を差し引いて表す。その指標により、従来の指標では表すことのできなかった、自治体の会計を連結した実質的な借金総額を見ることにより、財政の硬直度を考えるというものである。つまり、従来の指標では、新たな行政手法として登場した指定管理者への支払いなどは、債務負担行為として地方債とは別に計上される。それにより、俗な表現でいえば、「どの科目に集計するかによって従来の数値指標を操作できる」ということを防止するために考えられたといえるものである。この指標について、公表されている資料を用いて今年度を計算することは資料不足により困難であるが、過去の市議会議事録からみると、平成22年度における普通会計の財政負担が3187憶円、23年度が3450億円、24年度が5439億円であったのに対し、実質的財政負担の考え方によると、22年度が5208億円、23年度が5414億円、24年度が5439億円と、大きな差が生じている。しかしこれが計算できるのは普通会計分だけであり、企業会計も含んだ全体分は公表資料不足により計算できない。また、将来負担比率について、この指標の考え方によって平成24年度を試算すると、公表された数値より8.3ポイント上昇することが明らかになっている。つまり、財政への影響や安全性を検討するための見通しにおいて、公表されている従来の指標だけによってのみで行っては、将来見通しを間違って判断していく危険性があるということである。
　そこで考察の第一として、本年度補正予算に見る新型コロナウイルスによる見通しの変更を考えなければならない。中期財政見通しでは、平成35年までの市税収入が50億円増加するとされているが、現在の市中経済は外出自粛や警戒レベルの引き上げなどにより、相当程度疲弊しており、事業者の事業閉鎖が後を絶たない。また世帯収入も減少していることが想定され、今後市税が増加していくことは考えにくい状況が見られることが濃厚である。さらに義務的経費が増加していくことには歯止めはかけにくく、加えて感染対策や生活支援に対する投資的経費も増加すると想定される。その証として、この12月議会では歳入減少が発生する見込みと赤字地方債の発行可能性がはっきり表明されている。つまり現在議論されている基礎となっている資料を根本的に見直す必要があるものの、いまだ感染の渦中にあり、将来予測が困難な中では作成そのものが困難であり、想像でしかない財政見通しの中で、多額の支出の是非を検討していくことには相当の無理があると考えられ、こういう状況の中では大規模支出計画を立案することそのものを控えなければならない時期であると考えられる。
　第二に、熊本市は調査整備に関して現段階で計画を立てたいという意向説明の中、合併推進事業債が令和６年度までは活用できるため、現地建替で67億円、別地建替えで88億円の負担軽減が可能であるとする。確かに単年度や初期負担の面ではそうであるが、ここに言葉のマジックはないのだろうか。合併推進事業債というとおり、この活用はあくまで借金である。後日返済が生じ、将来的には利息も加えた負担が必要になる。「負担軽減が可能」という言葉の「負担」の意味をしっかり考えておかなければ、ただ費用が不要となるのか、その場限り一旦棚上げされるのかという点で理解の錯誤が生じ、将来に市政運営上の禍根を残すことになりかねない。
　第三に、見直しを要しないものであるが、熊本市が議会に示した、今後想定される１０億円以上の公共施設整備事業の見通しに関し、平成３年度以降に行われるものは、シンボルプロムナード整備、千葉城保存活用、小中学校校舎改築二校、東部環境工場延命化、公営住宅老朽化建替、市電路線延伸の７事業の他、花畑別館建替及び熊本城災害復旧に加え、本庁舎整備405億円となっている。その結果ピークとなる平成６年の必要経費が200億円であるのに対し、平成元年のそれが480億円であることから、市債残高に与える影響は少ないと言いたいようである。しかし、これは現時点で計画されているもののみによる試算であり、今後新たに必要となる整備事業は織り込まれていない。新たなものが発生してくると、さらに地方債は増大してくるものとなる。
　例えばここに想定されていないものとして、生活に直結する上下水道管の問題がある。全国各地で上下水道管の老朽化により、道路陥没事故や破裂断水による生活継続困難という問題が発生している。過去の市議会でも議論された経緯があり、熊本市は老朽管の更新を行っているが、その議論があった平成20年の水道管の、埋設後50年を経過した老朽化率は13.89、平成26年が16.91と増加傾向であった。水道局が年度計画による老朽化改善補修を進めた後の令和２年の老朽化率は20.0である。更新を進めながらも老朽化率は上昇している。一方の下水道管は、同年度で0.78から2.27へ増加を見ており、平成24年から更新を進めているが、熊本市中心市街地を中心とした初期の合流式地域だけでも72haに及ぶ地域の下水道管が老朽化しており、平成17年から26年の10年間で年平均20件の陥没事故が発生している。これらの更新ができていなければ、住民生活に多大な影響を及ぼすだけではなく、人命にかかわる事故が起こりかねないものであるが、現在の上下水道予算の中では老朽化率は高まるばかりであり、特に中心市街地がその対象になっているため、更新には相当な費用を要すると考えられる。この更新のための費用は熊本市の見通しによると、現状の企業局経営経費から捻出するだけで、その他の負担は想定されていないのである。さらには過去の市議会でも指摘があっているものだが、熊本城ホールに係る費用補填が今後さらに発生してくることも想定されるとともに、政令市中最悪とも言われている交通渋滞解消に当たり、現在は費用のかからない対策を講じて効果を上げているが、将来的にはどこかの時点で大きな費用負担が発生することも想定される。
　これらのことから考えたとき、現在熊本市が示す財政見通しによる説明は不十分と考えざるを得ない面がある。社会情勢に変化もなく、大きな事業も見込通りであれば市庁舎整備の費用を負担することとなっても、財政運営に支障を及ぼす状況ではないといえるだろう。しかし社会情勢に変化をきたし、住民生活に支障をきたしかねない課題が見える中にあっては、総額405億円とされる大きな費用を要する計画については、あらゆることを想定した複数に及ぶ将来的シナリオを揃え、それぞれの場合に分けて検討していかなければならないものと考えられる。特に住民のためのサービス提供を主体業務とする地方自治体にあっては、公用財産とされている事務遂行のためのものである庁舎等は、財政的余力をもって行われるべきものであろう。自治体が多額の費用を負担するものに対しては、それが経済的利益を生み、住民の収入増や自治体の税収増につながるか、住民の生命の安全や、生活の質の向上といった利益を生むか、自治体の質や認知度の向上といった社会的利益を生むかによって判断されるべきものなのではないだろうか。

熊本市庁舎建替整備に関する提言
　
　これまで熊本市庁舎の建替に関連して、その歴史から始まり、議論の経緯と様々な影響について資料を基に考察を重ねてきた。その中では多くの疑問点や将来憂慮すべき点が考えられた。そして現在、熊本市内における庁舎整備に関する意見は、大きく二分されているといえる状況であるといっても過言ではない。この状況の中、新たな公民連携を模索するシンクタンクとしては、議論を平行線のまま停滞させることを回避し、「自治」の観点から、あくまで住民が決定権者であるという基本姿勢に立ち、この議論に際して基礎とすべきと考える事項について、それらを庁舎の基礎を支える柱に見立て、庁舎整備に対して七つの提言をしたいと考える。
　第一の柱として、現市庁舎の耐震性が不足し、合併推進事業債が活用できる期限があるからといって請求に結論を求めないということである。当然、いつまでも議論だけ進めるわけにはいかないが、少なくとも熊本市は来年度予算から費用を計上して調査と計画を進めようとせず、適正かつ十分な情報を提供して、庁舎整備を結論に導く議論を進めることである。仮に耐震性が不足しているとしても、それは既存不適格であり、違法建築物ではない。しかも直ちに耐震性不足による危険性がないということは三井教授の見解でも示されており、結論として建替ありきではなく段階を追って議論するということが市側専門家会議における指摘にもある通り、緊急性があるものではないと考える。
　第二の柱として、見解が分かれている専門家の耐震性に係る意見にいち早く決着をつけることである。調査に用いた数値が適正であるのか過大であるのか、その点の決着をつけなければならない。加えてこのとき、現庁舎の設計を担当した山下設計の直近の調査では、基礎杭が断裂破損するとされているが、それが真実であるのなら、当時の山下設計は設計上問題のある設計をしたのではないかという検証をしなければならないと考える。特に先述の考察のとおり、その調査報告書には採用した数値の適否や大げさな表現が目についている。これらの内容の適否をゼロから検証し、正当な数値を用いた適正な結論を導くべきであろう。
　第三の柱として、仮に耐震性不足が確定した場合、現庁舎の歴史で見たとおり、歴史の重層性を考え、既存ストックの活用という現代社会課題への解とするとされるように、単に費用の点で建替えるとする単純思考ではなく、それらの重みを考えながらあらゆる手法を俎上に載せて検討を進めるべきである。その検討に当たっては、現時点で建物に関する議論に終始し、内容が薄いと感じられる、熊本市の将来の都市像を基盤において考えるべきである。
　第四の柱として、仮に庁舎の耐震性を確保することとなった場合、正当な政策として立案し、自治の主体者である住民とのコンセンサスを十分に得ることである。行政内部で決定したので理解してほしいというやり方は現代では通用しないし、自治の原則に反するものである。繰り返し行う説明が丁寧な説明なのではない。時には落としどころとなる折衷案を求め、納得が得られてこそ公共政策は受け入れられると確信する。
第五の柱として、今挙げたコンセンサスを得る議論の中で、その中ではしっかりと知恵を使っていくことである。例えば耐震性が不足するとされた場合に、現庁舎の補修なのか建替なのか、現地か別地という議論となる。その中で、熊本市としては既に現庁舎の補修は不可能とされているが、本当にそうなのであろうか。その理由として、電車通りという主要道路を一定期間通行止めにするという物理的理由が挙げられているが、本当に通行止めは不可能であるのか。実現不可能と決めるのは誰なのだろうか。議論の末に住民の意思として決められるべきものである。ここではそのための一助として、提案としての例を示したい。庁舎周囲の通行止めが不必要なのであれば、現庁舎の耐震工事に要する期間だけ、必要な区間の車道は市電軌道敷の片側半分を通行することとし、市電はダイヤを調整して片側軌道とすることで問題は解決するのではないかと考える。もちろん、通行可能な交通量に制限があるだろうし、法的にクリアすべき課題もあるであろう。そして三井教授の見解にもあったように、本庁舎と防災拠点が一体でなければ本庁舎の使用に問題はないとされている。これについては過去の市議会でも分散の議論が行われた経緯があるとおり、防災拠点が別にあってもいいのである。例えば、現実に耐震性がないとされる議会棟は先述のように別棟になって解体が容易になっている。これを解体し、防災拠点と議会を一体とした建物にすることも考えられるのではないか。これは被災リスクの軽減にも寄与できると考えられる。このようにあらゆる可能性を考え、真に不可能な案を消去していくというような考え方をとらなければ、単に提案された案を実行するかしないかという二者択一の賛否を問う世界になってしまい、民主主義のもとに政策を決定する状況は生まれてこない。こういう時の議論のベースとして、「できない」理由を考えるのではなく、「できる」ための理由を考えることが求められている。現庁舎の建設時には、商店街と道路廃止に関して交渉が重ねられ、代替案を出して納得を得たことはその典型例ではないだろうか。
第六の柱として、市の姿勢を正すことである。前述のように政策のコンセンサスを得ようとするとき、市から議論の基礎となる情報が説明されるが、過去のMICE施設整備時の議論に端的に表されるとおり、市側の提案を補完する情報や事業の利点ばかりが示され、その提案により実現した後のリスクに関することや、反対につながる情報は示されてこなかった。今回の議論においても、建替の理由としての利点や必要性ばかり説明されているという印象がぬぐえない。たとえ提案の否定につながると考えられる情報であっても、市役所の専門性を活かし、すべての情報を調査研究して広く開示し、議論を求める姿勢が必要である。さらに住民側のシンポジウムにおいて市職員の姿が見られなかったということであったが、そういうシンポジウムや説明会場へは市長自身が足を運んでほしい。筆者は以前改革派といわれた、安孫子市長を務めた福嶋浩彦氏と長時間懇談をした。彼は意見が分かれている住民説明会の会場には必ず自身が参加している。それは、そこで行われている議論の論調と要点を肌で感じ、着地に向かった解決策を見つけ出すためということであった。市長は自ら進んで参加して政策立案に及んだ自らの思いを話し、人々の思いを肌で感じることで、よりよいまちの在り方を見出すことができるのではないかと考える。
　最後に第七として、市議会の活動である。現段階の議論は賛否を問われて議決を要するものではない。そういう状況の中で、熊本自民が会派として開催された勉強会のように、住民の意見を聞きながら、懸念される点をあぶりだしている姿勢は、地方議会の在り方に即したものである。ややもすると、全国的には首長の提案に議員個人や会派の意向で賛否だけを表明し、または見返りを求めて住民不在の活動となり、決定された政策に責任を取らないという傾向が全国的に指摘されている中、熊本市議会の現在の活動は称賛に値するものである。今後議論が進めば、当然賛否を決定する時期が訪れる。議会は複眼的だといわれるように、議員それぞれの知識や経験に基づく議論の末に賛否を決するため、議員の中での賛否が分かれることは当然あるとしても、決定に至る経緯と賛否を表明した理由をしっかりと住民に示し、信頼される議会となるため、市中を二分するような政策の決定に当たっては、議会独自に広く住民の考えを聞いてはどうだろうか。議員個人や会派という小単位ではなく、議会という組織体として、無作為に選出した住民に対する公聴会を開催し、その意見を議会で共有したうえで議論に臨むことが必要なのかもしれない。そして二元代表制が求める、首長権限への牽制機能を発揮されれば、自治の概念に即し住民から信頼される議会になっていく好機ではないかと考える。

おわりに

　ここまで、考察とともに現段階で必要と思われる提言を行ってきた。一組織としての提言であるが、これらを参考に、ぜひ一度原点に返り、決定事項を白紙に戻したゼロの状態から議論を再度進めてほしいと考える。しかし現代はなぜか、政権の座にある者の提案に対する否定的意見を述べると、単なる反体制派による対立構造のようにとらえられる、憂慮すべき風潮がある。そのため、議員が問題視した情報を周知しようとしても色眼鏡で見られがちだという悩みも聞かれている。このとき、議論のために提供される情報が施政者により操作されてしまった場合は、真の議論の基礎が構築できなくなってしまうという、憂慮すべき事態が発生する。そういう風潮からは、この提言も対立構造によるとしかとらえられない危険性をはらんでいる。しかしこれからの熊本市の「自治」を構築するためにも、あえて提言を行うこととした。もう「お上の言う通り」という時代は終焉を迎えた。首長が政策を提案し、反対の声に対してガス抜きをしながら議会を懐柔し、提案をなし崩しに決定する時代は終わったのである。住民が自治の主体者であり、その納得が得られるまで知恵を使って議論を尽くし、公民が連携して自らが暮らす地域を治めていく時代が来ようとしている。そういう議論に要する時間は十分に用意されなければならないが、政策の適時性を考慮すると、議論の時間は限られる場合もある。しかしその時は、決して拙速に進めるのではなく、最初にタイムリミットを設定しながらも十分な議論の時間を確保し、必要十分な議論を行ったうえで賛否を問うことが求められる。今般の庁舎整備にしても、いつ起こるかわからない巨大地震に備え、永遠に議論できるものではないが、現在の議論の状況では時間が不足していると言わざるを得ない。今般、仮に建替は行わないと結論が導かれたとしても、いずれかの時点では現本庁舎の耐用年数を迎え、必ず今般のような議論が再燃することは明白である。その折にはぜひ住民の意思に基づいた議論が行われたうえで結論が得られることを期待している。そして、この考察と提言が、いまだ最終的に確認されていない現庁舎耐震調査結果の中で、耐震性が不足していると正当に確認され、本庁舎の改修なり建替が必要とされた場合、災害時の住民生活と財産を守り、かつ庁舎で働く市職員の命をも守りつつ、都市としての歴史と風格を守りながら、将来の熊本市の発展を議論していくための一助になれば幸いである。
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